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長崎市公共交通総合計直について

(1)ム和2年2月議会後の経過

令和2年2月議会

令和2年3月6日

令和2年3月

令和2年3月26日

~4月24日

令和2年5月13日

~5月21日

所管事項調査(基本的な方針)

素案策定

都市交通審議会個別説明(素案の意見聴取)

パブリックコメント

(2)素案に対する主な意見

ア取り組みの方向性に関する意見

■競合路線における事業者間の調整は現実的には可能なのか。

=事業者それぞれの収支改善につながる施策などを行政が示し、主導してくこと
で、調整は可能であると考えている。

素案およぴ都市交通審議会・パブリックコメントで聴取した

意見対応一覧表に基づき、建設水道委員会委員より意見聴取

●住民に共助・自助によって移動手段を確保することの重要性を地域に訴え、地域と

行政が協力して取り組みを進めていかなけれぱならない。

=まずは地域に自助、共助による仕組みについて情報提供し、理解してもらいなが
ら取り組み意識の高い地域から行政が必要な支援を行いたいと考えている。

イ検討施策例に関する意見

●MaaSやスマートバス停、ロケーションシステムなどの導入により公共交通機関の
使いやすさを向上させる必要がある。

才利用しやすい公共交通サービスの充実を図り、利用者の減少を抑制するため、

MaaSの導入やバスロケーションシステムの導入などを行政が積極的に促してぃ
けるよう、計画に記載している。

●毎年各施策の進捗度と効果などをアンケートなどで評価し、PDCAサイクルに乗せ
て費用対効果の中間評価などをつけるべき。

⇔本計画は、行政と事業者や関係者が目指すべき方向性を示すための計画であり、
網形成計画などで具体的な施策を実施する段階でPDCAサイクルなどによって進
行管理する予定である。

●長崎駅前に計画されているバスタ長崎の施設計画についても本計画に明記すべきで
あると思う。

斗駅前などの交通ターミナル機能は、現在専門家会議などで議論中であるため明記

はできないが、施策例として「主要な交通結節点の整備」と示しており、主要な

交通結節点の整備を進めることで利便性向上を図っていく必要があると考えてい
る。
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公共交通総厶画(概要)( 3 )

1 長崎市公共交総合計画の目的

長崎市では、路剛(ス、路面電車、鉄道などの公共交通機関が日常の市民の移動を支えていま
すが、一方で、その利用者数は減少しており、持続可能な公共交通機関へと転換していく必要が
あります。

そこで、公共交通ネットワークのあるべき姿を明らかにするとともに、行政と事業者や関係者
が連携.協力し、取り組むべき方向性を示すものとして「長崎市公共交通総合計画」を策定しま
す。

Ⅱ公共交通を取り巻く状況

■人口の推移
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年少人

長崎市の総人口は昭和60年をピークに年々減少し今後もその傾向が続くと予想されます。

人口が減少するなかで、自動車保有台数は近年増加傾向にあり、市民の交通手段も自家用車利
用の割合が徐々に高くなっています。

Ⅲ公共交通の現状
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■公共交通利用者数推移

(人)

200.000

150,000

100,000

50,000

0

210.348

2132ι0

2101り

A

■公共交通機関のカパー状況
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鉄道タクシー路面電スi、

,路捌(スは市内全域で、路面電車、鉄道及び航

路は市内特定エリアで運行(運航)され、公共交

通機関の徒歩圏人ロカバー率は約80%です。

・公共交通機関の利用者数は年々減少し、各交通

事業者は、赤字路線を黒字路線の収益で補い運行

してぃますが、現在は、運輸部門の赤字をそれ以

外の収益で補いながら路線の維持を図るという状

態が続いています。
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Ⅳ公共交通に関する査・分析

ア将・来シミュレーション
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人口減少率トレンド

■長崎市の人口と公共交通利用者の減少率の推移(H24=0.0%)

人口^路繰バス利用者

献する行形となっている

産業、都市の発展に必要な様々な移動に対応できる公共

1用者減少聿ド1フジト
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これからの公共交通に向けて

目指す姿

・公共交通利用者の減少率は、人口の減

少率よりも高い割合で推移していくこと

が見込まれます。

目指す姿1 各の公共交通が持可 行形となつている

・市民生活や都市活動を支える重要な移動手段であることからも、持続可能なものでなけれぱ

なりません。

全交通機間利用罰

・令和17年の運収入は、現在と比較

して人口減少率ベースでは年間9億円、

利用者減少率ベースでは年間お億円程

度の減収が見込まれます。
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点間の移を支えるサーピスレ~レが保たれている目す姿

長崎市が目指す、コンパクト&ネットワークの都市構造は、都心部と地域拠点、生活地区が

連携しながら一体的に機能する必要があり、公共交通はその移動を支えなければなりませ

人,。

路練バス運転キロ数

目指す姿3 地域内の移手段が確保されている

・地域でのらしを支え、都心部や地域拠点のサービスを受けるためには、必要な移動手段が
確保されなけれぱなりません。

目指す姿4 市の活性化に

・生活を支えること以外にも、観光、

交通でなければなりません。

イ目標

●立地適正化計画の居住誘導区で、公 徒歩圏人ロカバー率9096減を維持する

●周辺区域では、地城の実情にあった移動サービスを保する

※公共交通のサーピス水準の目安である公共交通利便区域(長崎市の定羨:①鉄道駅及び路面電車電停か

ら半径50om圏内又は②1日30本(平日)以上運行されているバス路線の沿線30om (平均勾配10度

以上は 150m)圏内の区域)の人ロカバー率は居住誘'区域内で現況92%であり、公共交通のサーピ

ス水準を将来も維持する考えから、カパー率90%を目標としている
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ウ取り組みの方向性

(ア) 既存路線の効率化,見直_し

幹線

求める機能】
●需要と供給のバランスが取れつ
つ、都市活動が円滑に行えるサー
ピスが提供されている

対応策】

●各生活地区の人口規模等に応じた便
数などのサーピス水準を設定する

.競合路線における事業者間の調整を
促し、路線の効率化を図る

■都心部などの運行系統の幅襲を解消
する

.速達性や定時制などの向上により利
用者の減少を抑制する

【求める機能】
●地域の実情にあわせた移動サー
ピスが確保されている

(イ)

【対応策】
.速達性・定時制の向上を図る
●乗継環境を改善する
●バリアフリー化を推進する
●MaaS などの入により使いやすさを
改善する

公共交通サービスの向上

【対応策】

■需要に見合った適切な運行形態を構
築する

.補助金で維持する路線は、運行内容
又は運用形態を見直す収支率などの
ラインを設定する(トリガー方式)

(ウ)

【対】
■地域で成立する新たな交通モード※の
確立を図る

公共交通空白地域の

拡大叩制・解消

※乗り合わせタクシーや公共交通空白
地有運送など

■幹線・支線(イメージ)

Ⅵ計画の推進

ア計画推進に向けて

.市民、交通事業者及び行政が一体となって検討・協議を行います。

.既存の路線網や運行形態を見直しは、市民の利便性低下や事業者間の利害関係が一致しない

ことが想定されるため、行政が主体的かつ積極的に関与していく必要があります。

.公共交通が利用できない地域の移動手段の確保は、行政が主'してその対策を実現に'いて

いく必要があります。

凡例

幹線

支線



Ⅶ 検、例

取り組みの方向性

t既存路線の効率化・見直し

検討施策例

(1)人口規模等に応じた便数、ダイヤの設定

(2)競合路線(路剛(ス)における便数調整

(3)「ハブ&スボーク型」ネットワークの形成

(4)需要に応じた輸送手段の選択

(5)都市施設^と連携したゾ(ス路線の見直し

(6)貨客混送の検討

(フ)路線沿線環境の変化と連動したパス路線の見直し

(8)市補助路線でのトリガー方式の採用

四)小・中学校統廃合と連携したバス路線等の見直し

(1の道路整備に合わせたバス路線等の延長

(1)通勤シャトルバスの拡充・快逸(スの入

(2)バス専用レーンの拡充

(3)主要な交通結節点の整備

(4)パークァンドライト駐車場の整備

(5)車両等のバリアフリー化

(6) MaaS の'入

(刀観光需要1」応したハス路線等の開設・延長

(8)バス停の新設・移設・フリー乗降区間の拡充

(9)公共交通案内情報の充実(多言語化含む)

(1のロケーシヨンシステムの'入

(1)地域で成立する交通モードの確立・支援

■1・(4)需要に応じた輸送手段の選択

定時定路線のサービス

2.立全共交通サービスの向上

の

拡大抑制・解消

■1・(3)ハブ&スポーク型
ネットワークの形成(イメージ)
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2 用途地域、防火地域及び防火地域の指定(変更)

(1)基準改訂の目的

・都市計画マスタープランに示す将来都市構造の実現

・資産活用をしやすぃ環境をつくり、老朽化した建物の建替え促進、住宅供給戸数の増加

等につなげる

2)基準改訂の方針

・都市計画マスタープラン、立地適正化計画における「都市計画に関する基本的な方針」と

基準との整合を図る

・都市機能・居住機能の誘に向けて、容率の選択肢を増やす

・路線的に容積率を定める場合の路線に事業中の路線を含める

・容積率の見直しにあわせて、防火地域、準防火地域への指定を行う

・田園住居地域を追加する(H30.4都市計画法改正により創設)

(3)容積率の選択肢の追加

.

用途地域

の改訂について

第一種低層住専

第二種低層住専

0田園住居地域 0

第一種中高住専

第二種中高住専

第一種住居地域

第二種住居地城

準住居地域

近隣商業地域

0商業地域

^準工業地域

^工業地域

^工業専用地域

各用途地域に定められる容※0印:建築基準法に基づき、

月)の選択肢黄色:現行基準(H17年1

:追加予定の選択肢

赤枠.居住誘に資する部分は300%(200%×1.5倍)、

都市機能誘に資する部分は400%(200%×2倍)まで許容
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(4)前面道路幅員と容積率指定基準との関係

ア居住誘導区域

・現行基準の上限200%才300%(1.5倍)

・容積率を指定するエリアが接する前面道路幅員を勘案して容積率を設定

・路線式で指定する合前面道路幅員が12m以上なら300%指定

工業系※2用途地域の系住居系※1

容率

300% 8m以上 6m以上 6m以上

※ 1 住居系:300%/100÷前面道路係数0.4=フ.5=8m

※2 工業系、商業系:300%/100÷前面道路係数0.6*5=6m

都市機能誘区域

商業地域であれぱ、前面道路幅員22m以上(4車線以上)の場合 600%指定

商業地域以外:現行基準の上限200~300%=土地利用の状況、地域の実情等を

踏まえ 400%(1.3~ 2倍)

(5)基準の改訂により想定される効果等

・居住誘導区域、都市機能誘区域内に934haの新たな床を生み出すことが可能

・建替え促進、住宅供給増加による家低減、業務用床単価低減による企業誘致促進

・容積率が固定'産税に与える影響は、固定'産税が路線価を大きな定根拠とし、

容率は他の複数の補正項目のーつであることから影は軽微と考えられる

路線式で指定する 前面道路幅員が12m以上なら 400%、 500%指定

誘導区域

中央地城

東部地域

南部地域

北部地域

合計

A面積(ha)

都市機能
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26

52
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●現況の容積率配置図

北部
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●基準の改訂により可能となる容積率配
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【参考資料1】

基準の改訂が地域別人口及び容積配分バランスに与える影響予測

●地域別人口

(千人)
250

2Φ

1即

Im

50

0

228

185

●地域別配分容
he

※地域別人口推計値:「崎市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略策定に係る人口動向分

析・将来人口分析」における地侶別の将来
推計人口による

中央

加..
北部

■ H22Q010)

5(X沌

東部

■ R17(2035)

{4347}

4mo

(4806)

46

■'
南部

2723

※居住誘導区城は都市機能誘導区域を除く

3072

(1716)

(1905)

(1)地域別人口

・平成22年、令和17年(都市マス目年次)ともに中央>北>東>南

(2)基準改訂前後の想定配分容積

・基準改訂後も中央>北>東>南部であり地域別人口とバランスがとれている

1733

現況変更後

中央

1560

1723

f1119)

現況変更後

北郁

口都市機能誘導区域

156

11321)

183

1051
1221679

68

現況査更後

東部

口居住誘導区域

(763)

94

625

54

現況変更後

南郁

{}合計
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用途地域は、住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を定める
もので、 13種類あります。用途地域が指定されると、それぞれの目的に応じ
て、建てられる建物の種類が決められます。表紙の都市計画図のように、地域
の目指すべき土地利用の方向を考えて、いわぱ色塗りが行われるわけです。

層住居用地 第一種中高住居専用地域第一低住居専用地域 ^

ヨ

＼
蛙暦住宅のための地域です小規傾女お店や車璃所をかね
"住宅や小中孝抽aどが住てうれ字t

第二種中高住居専用地域

<ー

1^n,宝での建の"店や易所女ピ必妻0剥便応詮が
匡τられ皇す

^1一〒面黒
生ι」低腸住宅のための埠域で゛小中学牲女どのほか 1卸
m *での定の打店などが住τられ享す

S 住居地域

111111

加tι1

1"川

1 ,1'1 1

【参考資料2】

第一種住居地域

迅路の沿道において、自動車間達筒股0との立地と
と調和した住屠の伽堤を保謹tるんめの塘堆です

住居の壌を界心ための地羊で*'.3.^「1'全での店調
事鴨所*テル女ピは誼τられ享t

商地

A.

中高住宅のための堆填でt 店院大学^享での
定の"店女どが住τられ皇す

訳h,峡●腔、飲宣仙日貪紬亨とが魯*0抽填亨住
宅や小畑帽の工埠も瞳τれ*す

工

1 1

これ

1,_畔・fl

NI0:

第二種住居地域

宅の瑳墳を守るための地域です農業と朗和Lた
住宅に加え,農塵物の直亮所などが建てられます

A会一、・,1P

用地域

主「、住盾の填モ守毛ための地堺です店黄
テルカラ牲ケ水ノウユ4どU謹てられ生亨

工嶋のしめの地Mでt ピん0工場でも臆てりん工すが
住宅,■」店,常牧副醜ホフル々どは住てら札掌廿ん

耻

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

●特別用途地区
特別用途地区は、用途地域を補完する地域地区で、地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護
1 など、特別の目的の現を図るために指定します。特別用途地区内では、条例を定めることで、用途地域に
1 よる全国一律的な用途の制限を修正するものです。
市町村が、地域の特性に応じて、用途地域による用途制限の強化または緩和を定めることができます。
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3 市街化整区域における工系企

(1)目的

・市街化区域内には工業系の企業等が立地できる用地が不足しており、このことが老朽化等

に伴う工場建替えの際の企業の市外転出とこれに伴う人口の減少、及び、市外からの企業

立地の妨げにつながっていると考えられる。

そこで、市街化調整区域のうち「広域交通基盤の近傍にある」、あるいは、「環境悪化の恐れ

がない」等の一定の条件を満足する土地について、工業系の土地利用を許容し、移転跡地等

に居住と都市機能を誘し、「ネットワーク型コンパクトシティ長崎」の実現につなげてい

<。

立地用地の開発を目的とした

地区計回 1度の用について

市街化調整区域

0

0

市街化区域

0

0

0

既存工場

・倉庫等

表 1.誘導区域楽.外、

規模

0

居住誘導

区域

位置

0

臨海部

臨海部以外地

計 13 4

※1.誘導区域とは、都市機能誘区域および居住誘導区域

※2:臨海部以外に2ha以上の空き地がない

市街化調整区域

都市機能

誘導区域

0

0

市街化区域

工系用途地域内の空き地

2ha 以上5ha 以上

413

ha)

表2.誘導区外の未利用地(工業系用途地

誘区域内 誘

準工業地域 20

工業地域 14

工業専用地域 0

合計 34

3:移転先候補地となる誘

0

0

0

0

地区計画

(工業系)

0

品品

品

【H26都市計回基礎調

2ha 未満

11

12

^

δ

^^^

^^

^^

別)【H26都市計画基礎調】(位:ha)

区域外 小計

27

17

19 19

29※3 63

区域外かつ工業系用途地域内の未利用地 29ha

市外

企業

】(単位

計

28

29

0
0

7
3

O
Q



(2)基本的な方針

・市街化調整区域が市街化を抑制すべき区域であるという本来の性格を踏まえ

①周辺の自然環境や農林漁業との健全な調和を図ること

②幹線道路等の良好な既存ストックを活用すること

以上を前提に基準を策定

(3)考え方

ア.立地要件等

・原則的に、高速道路、自動車専用道路、又は主要幹線道路のいずれかに連続し、開発許可

基準に適合する開発区域外の公道に接続すること

・原則的に、農林、文化財保護等のため法律で保全すべきとされた区域、土砂災害防止法で

特別警戒区域に指定された区域を含まないこと

・原則的に、第」種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域に隣接しないこと

イ.地区計画区域の規模

・工業系用途地域に隣接する場合:建築敷地面積の合計2ha以上※1

・工業系用途地域に隣接しない場合:開発区域5ha以上雜
かつ建築敷地面積の合計2ha以上

※1:「長崎県市町営工業団地整備支援補助となる分譲面積規模」が2ha以上

※2.開発許可制度運用指針において「産業の振興に著しく寄与する開発行為として、市

街化調整区域に地区計画を決定し、都市計画法第34条10号に基づく開発許可を

行うことが望ましいとされる開発行為の規模」が5ha以上

ウ.土地利用の考え方

・準工業地域の用途を基本とし、工場、倉庫及ぴ、これに附属する研究施設、事務所、自

動車車庫及び危険物を貯蔵、.処理する建築物等から選定

(4)期待される効果

ア.市内企業の市外転出抑制及ぴ市外企業誘致に向けた立地用地の確保

.誘導区域内の既存の工場、倉庫の総建築面積は約45haであり、これらが老朽化あるいは

拡張等で移転を要する場合の市外転出を抑制する受け皿となる

・企業進出の目的は、近年、災害時における企業活動の継続性を目的としたものが多かっ

たが、今後は、これに加え、新型コロナウイルス終息後のサプライチエーンの国内回帰

の受け皿が求められることが考えられ、このことはも対応可能

イ.居住及び都市機能誘導のだめの床面積の創出

・誘導区域内の既存の工場、倉庫の総建築面積約45ha は、建蔽率を 60%と想定すれぱ、

約乃ha分の敷地面積に相当

.仮にすべてが調整区域に移転した場合、容積率200%と'想定すれぱ 150ha分の都市機能

誘導及び居住のための床面積が新たに発生

-12-



3.導区域内の既存工・

都市機能誘

件数 152

建築面積(ha)

(5)スケジュール

時期

R2.6月

R2.7月以降(予定)

【H26都市計画礎調】

居住誘区域内区域内

767

38

内容

議会事前説明(所管事項調査)

市都市計画審議会(諮問)⇔基準制定コ運用開始

誘導区域内の既存工 ・倉

合計

919

45

【H26都市画基礎調査

【参考'料 1】
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都市機能誘導区域

居住誘区域

既存工場,庫(誘区域内).
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西海市

ノ

くヒコ'

市街化区域

市街化調整区域

都市計画区域(非線引き)

都市計画区域外

,

^

津町

」(1

長崎都市計画区域

凡例

[:::]長崎都市計画区域
市街化区域

市街化調整区域

[ニニヨ都市計画区域(非線引き
[に]都市計画区域外
行政界

高速道路・自動車専用道路

主要幹線道路

IC・バイパス出入口

伊王島都市計画区域

【参考資料2】

＼
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三和都市計画区域

゛,.i
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工業系土地利用の制限

都市計画法第8条(用途地域)の規定により、主に工業系用

途地域で土地利用可能

都市計画法第 34 条に規定により、原則開発不可であり土地

利用が制限されている

土地利用制限なし

土地利用制限なし
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